
優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

1. 災害に強

いものづく

り中部の構

築（中部経済

産業局） 

大規模災害発

生時における

企業の事業継

続力のさらな

る向上を目指

し、地域全体で

の「共助」によ

る産業の防

災・減災力を高

めることが求

められており、

産業防災・減災

に対する中部

地域の多様な

活動を支援す

るとともに当

地域の産業防

災・減災の今後

のあり方など

を検討する。 

産業防災・減

災に対する

中部地域の

多様な活動

を支援 

 

・地域連携BCP 策定ポイン

ト集の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・産業防災人材養成セミナー 

愛知県、三重県下各４回開

催 

・シンポジウム２回開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・豊橋市明海工業団地、四日市

市霞コンビナート、尾鷲市を

地域連携ＢＣＰ推進のモデ

ル地域として推進。 

・同地域でのモデル事業に係る

中間報告会・最終成果報告会

を各１回開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

①モデル 3 地域の深化と周辺

地域への横展開 

■ 平成 25 年度事業競争力強

化モデル事業の取組事例（豊

橋市明海工業団地、 

四日市市霞コンビナート、尾

鷲市地域企業群）における地

域連携ＢＣＰの深化に向け

た取組の紹介と周辺地域へ

の普及を目的としたセミナ

ーを実施 

 ・2014/11/18 会場：尾鷲市民

文化会館 参加者数：39 名 

 ・2014/12/ 2 会場：四日市港

ポートビル 参加者数：69 名

 ・2015/ 2/23  

会場：豊橋商工会議所内会

議室  

参加者数：84 名 

 

・平成２５年度に、豊橋市明海工業団地、

四日市市霞コンビナート、尾鷲市地域企

業群の３地域を地域連携ＢＣＰのモデ

ル地域として事業継続力強化を図る取

組を実施。その後も各地区の企業防災・

事業継続に資する活動として継続中。

また、各地区の周辺地域への普及も着実

に進展している。 

 

・道路・港湾ＢＣＰなど、対企業で普及促

進すべき課題等に対しては、各機関間で

のよりいっそうの連携が必要であり、戦

略会議事務局にその橋渡しを期待した

い。なお、当局では、愛知県衣浦港務所

（同所が昨年度末に策定した県衣浦港

ＢＣＰ）との連携により、愛知県碧南市

臨海部の工業集積地等における地域連

携ＢＣＰの構築を支援している。 

・他の連携機関や戦略会議構成員が実施す

る防災に係る各種訓練や会議、取組等に

係る情報を事前に情報共有できるよう

な仕組みの構築を戦略会議事務局にお

願いしたい。訓練等のなかには、臨海部

企業等の事業者が参画するものもあり、

地域連携ＢＣＰに取り組む地域関係者

や当局にとって、その事前把握は有益で

ある。 

 

・モデル３地域など地域連携ＢＣＰに向け

て取り組む活動の熟度を上げていくた

めには、共助及び行政との協働を継続す

る地道な努力を要する。 

・共助による産業の防災・減災力の向上を

目的とした活動支援を展開してきたが、

地域・エリア単位での取組みに特化して

きた。先の戦略会議で有識者より指摘の

あった、より広域的な取組や、サプライ

チェーンといった他の連携ＢＣＰにつ

いても推進していくことが今後求めら

れている。 
 

 

▲ 
 

 

 

 

 

 

 

中部地域の

産業防災・減

災の今後の

あり方など

を検討 

・東海地域の新たな産業防

災・減災を考える研究会

報告書のとりまとめ 

・中部地域産業防災フォー

ラムの設立 

・産業防災モデル実証訓練を

通じ、地域連携の有効性を

検証した研究会報告書の

とりまとめ 

・地域として想定される被害状

況の抽出と被害イメージを

地域企業間で共有し、事業継

続に向けた課題点を洗い出

し、地域連携での対応課題の

検討を実施。 

・モデル要素の抽出と普及啓発

の方策を整理。 

 

②他地域への広域展開  

■地域連携ＢＣＰ策定にあた

り、工業団地のうち立地企業

による防災組織が立ち上が

っている組織の代表企業等

に対して「地域連携による防

災対策等の活 動の現状と地

域連携ＢＣＰの策定に向け

た課題」を、また自治体、商

工会議 所等の産業支援機関

に対して「行政における地域

連携の取組内容の実態と策 

定を支援するにあたっての

課題」を抽出すべく、各種ア

ンケート・ヒアリン グ調査

を実施  

■地域連携ＢＣＰ策定に係る

支援体制の構築と他地域に

展開するための戦略の 策定

を行うための研究会（計 3 

回、座長：名古屋工業大学渡

辺研司教授）を開催 

・第１回研究会 2014/9/22 

・第２回研究会 2015/1/26 

・第３回研究会 2015/3/23 

 ■次年度以降における更なる

普及展開を進めるためのシ

ンポジウムを開催 

・2015/3/23 13:30～16:30  

会場：名古屋栄ビルディング

12階大会議室  

参加者数：125 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 1/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を
細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

2.  災害に強
い物流システ
ムの構築 

（中部運輸局） 

広域激甚災害時
において被災者
への支援物資や
復旧・復興に要
する物資等の迅
速・的確な供給
を可能とする、
災害に強い物流
体系を構築す
る。 
そのために、関
係機関、事業者
との連携の下、
物資輸送におけ
る多様な輸送機
関の活用、輸送
ルートの多重化
等を図り、物資
拠点について
は、官民の物資
施設の活用、物
流専門家のノウ
ハウの導入を進
める。 
 

物資輸送に
おける多様
な輸送機関
の活用、輸送
ルートの多
重化等を図
る 

・「災害時における海上緊急輸
送対策検討会」の設置 

（平成24 年4 月17 日）（「災
害に強い物流システムの構
築」の一環として、船舶によ
る災害支援物資・災害支援従
事者等の緊急輸送に係る対
策を協議することを目的と
して設置。） 

・静岡県と連携した特化型訓練
（緊急輸送・緊急物資）（平
成24 年6 月15 日）（伊豆半
島が津波被災により孤立、公
的物資拠点も機能が失われ
たことを想定し、民間物流拠
点の活用と海路と陸路を組
み合わせた緊急物資輸送に
係る訓練を実施。 
中部運輸局と静岡県、関係機
関等が連携し、プッシュ型輸
送や緊急物資配分計画の立
案、民間物流拠点・輸送手段
の確保等に係る手順の確認
と検証を行った。） 

・中部運輸局防災訓練（平成24 
年9 月3 日）（広域激甚災害
が発生して太平洋側の輸送
ルートが使用不能となった
ことを想定し、代替輸送ルー
トとして日本海側からの緊
急物資輸送ルートの構築に
係る訓練を実施。関係機関と
連携し、必要物資量の把握、
輸送ルートの設定、輸送手段
の確保、物流事業者等関係者
間の調整等に係る手順の確
認や検証を行った。） 

・日本海側を活用した災害
物流の分析と評価及び
残されたインフラによ
る一貫した支援物資体
制の検証結果を踏まえ、
災害物流体系に対する
提言等をとりまとめ、
「中部地方における広
域激甚災害を想定した
支援物資物流のあり方
に関する調査」として報
告書を作成 

・平成25年8月8日「災害ロジスティク
ス中部広域連絡会議」を開催。この
中で、会議の下に「幹線輸送部会」、
「各地域部会」を設置することが承
認された。 

・平成25年11月29日「第1回幹線輸送部
会」を開催。・平成25年12月26日「愛
知、岐阜、三重合同地域部会」開催。

・船舶データベースへの登録隻数を48
隻から371隻に増強のうえ当該デー
タを検討会に参画する全自治体間で
共有することとした。 

・平成２６年８月６日に「海上緊
急輸送対策検討会」を開催し、
以下の項目に取り組んだ。 

・船舶データベースを更新すると
ともに、新た 
に湾内（二次）輸送に対応する
平水貨物船５５ 
隻のデータを追加し、総船舶デ
ータ数を４１７隻とした。 

・管内の一般港湾運送事業者名
簿、タグボート事業者名簿を新
たに作成し、データベースに追
加した。 

・航路啓開、港湾被害等の情報収
集体制の構築は、各港港湾BCP
において 検討されているの
で、それが策定されてから当検
討会で別途独自に作成するか
検討することとした。 

・「災害時における海上緊急輸送対策検討会」
については、昨年度までに４回開催し、作
成した船舶データベースは幹線（一次）輸
送に従事する船舶８２隻と湾内（二次）輸
送に従事する船舶３３５隻、併せて４１７
隻の船舶をデータベース化しており、本年
度についても現在データベースを更新中で
ある。 

 また、船舶データベースの他に管内各港一
般港湾運送事業者名簿、各地区港運協会名
簿、管内各港タグ事業者名簿を作成し、船
舶データベースと共に愛知県、静岡県、三
重県、福井県の防災担当部署及び各協会、
組合と情報を共有している。 
さらに、各県から当局に対し緊急物資輸送
を依頼する際には、内閣府が定めた「物資
調達シート」を使用して当局に対し依頼を
行うよう手続きを統一した 

・緊急物資輸送の連携体制構築のため、中部

地方整備局が取り組んでいる「８．道路啓

開・航路啓開等のオペレーション計画の策

定」と連携していくことが必要である。 

・緊急物資輸送については、港湾ＢＣＰとの

整合がまだ取れておらず今後調整が必要で

ある。 

・船舶は災害時の物資輸送に有効と一般に考

えられているものの、船舶は通常運用を行

っているため、災害時の物資輸送に活用す

るためには多くの課題がある。今後多様な

輸送手段の活用による支援物資輸送につい

て検討が必要である。 

・「災害時における海上緊急輸送対策検討会」

での情報連絡網、情報収集体制について 

 

この検討会内では、関係者リストは作成し

ているものの、まだ非常時に対応できる情

報連絡網を構築していないため、各港港湾

ＢＣＰの中での情報連絡網の活用も含め、

今後検討を行う必要がある。 

また、旅客船協会、各海運組合は、各港港

湾ＢＣＰの構成員となっていないため、航

路や港湾等の被害状況、啓開、復旧状況等

の情報を当局から各協会、組合に対し迅速

に情報が伝達できるようにするための検討

が今後必要である。 

・今年度、大規模災害時において、トラック
以外の多様な輸送手段（鉄道、船舶、航空
機等）の活用による支援物資輸送について、
広域連携体制構築のため、協議会を設置し、
関係者間の調整事項の整理、連携体制等の
整備に向け、検討を行うこととしているが、
抽出される課題等の解決に向け、継続した
議論が必要である。 

 

▲ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物資拠点に
ついては、官
民の物資施
設の活用、物
流専門家の
ノウハウの
導入を進め
る 

・東海地震等の想定地域におけ
る民間の施設・ノウハウを活
用した災害に強い物流シス
テムの構築について（とりま
とめ）（平成24 年3 月8 日）
（国、地方自治体、物流事業
者等で構成する「東海地震等
の想定地域における民間の
施設・ノウハウを活用した災
害に強い物流システムの構
築に関する協議会」を設置。
公的物資拠点を補完する施
設として、90 箇所の民間物
流施設を選定。報告書を作
成。） 

・「南海トラフ巨大地震等
に対応した支援物資物
流システムの構築に関
する中部ブロック協議
会」において、参加各関
係機関の合意の上 

①被災県内での物資拠点
の選定・開設・運営手
順の統一 

②広域災害時における被
災県外に設置する周辺
応援県での物資拠点の
選定・開設・運営手順の
統一 

③物資の情報、道路通行・
啓開情報等の共有、関係
各機関の役割の確認、情
報共通化手法の統一 

以上３点の明文化した「災
害時の物資拠点管理標準
規程」を作成 

・今年度の取り組みとして掲げている
以下の項目に係る進捗状況は以下の
とおり。 

①災害時における関係機関のルール整
備の促進 

・各県と物流事業者団体との災害時支
援協定締結についてその促進を働き
かけており、平成26年1月27日愛知
県、岐阜県、三重県の東海3県とこの
3県を営業エリアとする東海倉庫協
会の間で協定が締結された。なお、
静岡県でも県とトラック協会・倉
庫・協会との間で3者協定の締結に向
けた話し合いの場が設けれ、次年度
早々の協定締結に向け進行中。 

②広域支援体制の維持・充実に向けた
検討災害時に物資の受け入れ先とな
る各県の公的物資拠点について、管
理台帳の整理を提案。次年度以降に
再整理。 

③国の各ブロック機関の役割の整理・
確認 

・平成25年11月29日、災害物流に関係
する国の出先機関に対しアンケート
調査実施。現在、各実施項目につい
て整理中。 

④防災訓練(災害物流)の整理 
・これまでに取り組んだ緊急支援物資
輸送に関する様々な検討を活かし、
自治体の防災訓練と連携。 

⑤民間物流拠点の管理 
・現在各県が定めている公的な物資拠
点に万が一使用できない場合に備
え、管内で65箇所の民間物資拠点（ト
ラックターミナル・営業倉庫）を選
定しているが、その選定した民間施
設が被災した場合や地域的な偏り、
絶対数の不足、支援物資量の増加な
どを考えると出来るだけ多くの候補
施設の選定が必要として、平成25年
12月26日に管内の物流事業者団体に
対し新規選定可能調査を実施。 

年度内の新規選定を図る。 

・協定締結の促進について、 静
岡県では、平成25年度から実務
担当者レベルで数次にわたる
検討・打合せを重ねた結果、平
成26年8月25日に静岡県と静岡
県トラック協会・静岡県倉庫協
会との間で「災害発生時等の物
資の緊急・救援輸送、保管等に
関する協定」が締結された。ま
た、岐阜県では、平成26年8月7
日、岐阜県トラック協会との間
で締結済みの緊急物資の輸送
に係る支援協定を見直し、物資
の緊急輸送に加えて物資拠点
の使用や物流専門家の派遣、フ
ォークリフト等資機材の貸与
が可能となるよう協定を改定
した。 

・関係機関との連携方策の高度化
による支援物資物流の効率化等
について管内における災害時支
援協定の締結の進捗状況を踏ま
え、より実効性のあるものとす
るための検討を実施。特に、三
重県に於いて、災害時支援物資
輸送体制の構築、関係機関の連
携強化策、災害時物資支援活動
要領の策定等に向けた検討を開
始。（単年度ではなく複数年に
わたり検討を実施） 
 

・災害時に公的な物資拠点を代替または保管
する施設として、中部運輸局管内の２１２
か所の民間物流施設（倉庫、トラックター
ミナル等）を選定した。 

・自治体と物流団体との災害時における物流
オペレーション等の支援に関する協定締結
促進について、災害時支援協定の新規締結
を推進した。また現行協定については物資
の緊急輸送に加え、物流専門家の派遣、フ
ォークリフト等資機材の提供を加えた協定
への改定を推進した。引き続き協定の締結
および改定に向け、関係者への働きかけ等
支援していく必要がある 

・特になし。 ・協定締結促進について、 

協定が未締結および未改定の関係各県、関

係団体に対し、意見交換の場を設ける等の

働きかけを行う必要がある。 

 

・締結されている災害時支援協定の関係機関
の役割を明確化し、より実効性のあるもの
とするため、関係機関との連携方策の高度
化による支援物資物流の効率化について、
三重県では災害時物資支援活動要領等の策
定に向け検討が開始されたが、他県におい
ても、災害時支援協定が効果的に発揮でき
るような体制の整備に向け、引き続き検討
する地域部会の継続開催が必要である。 

 

△ 
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を
細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

3．災害に強い

まちづくり 

（中部地方整

備局） 

 

市町村が地

震・津波災害に

強いまちづく

りを目指した

計画立案や整

備実施を行う

際の着目点・留

意点について、

整備メニュー

やコスト、スケ

ジュール等を

踏まえた「地

震・津波災害に

強いまちづく

りガイドライ

ン（仮称）」を

策定し、中部圏

の各市町村の

地震・津波災害

に強いまちづ

くりへの取組

の促進を図る。 

 

「地震・津波

災害に強い

まちづくり

ガイドライ

ン（仮称）」

を策定し、中

部圏の各市

町村の地

震・津波災害

に強いまち

づくりへの

取組の促進

を図る。 

 

 

 

 

・地震・津波災害に強いま

ちづくりの推進に向けた

モデル地区（吉田町、東

海市、尾鷲市）の選定 

 

 

 

 

・「地震・津波災害に強いま

ちづくりガイドライン」を

中間とりまとめとして公表 

・「広域巨大災害に備えた仮

設期の住まいづくりガイド

ライン」の策定・公表 

・三重県の応急仮設住宅市町

担当者会議で「ガイドライ

ン」の説明（出前講師）を

実施 

 

 

 

・愛知県・三重県・静岡県ブロ

ックで「地震・津波災害に強

いまちづくりガイドライン

(中間とりまとめ)」及び「広

域巨大災害に備えた仮設期

の住まいづくりガイドライ

ン」の説明会を実施 

・地震・津波災害に強いまちづ

くりに関する意見交換会を

実施 

・「地震・津波災害に強いまち

づくりガイドライン」完成・

公表 

・シンポジウム開催 

・ガイドラインの周知を図り、

研修会内容を管内他県へも

情報提供し更なる取り組み

の推進を促した。 

・「第43回建築総合展」「広域

巨大災害に備えた仮設期の

住まいづくりガイドライン」

のPRパネル等を展示 

 

 

 

 

【地震・津波災害に強いまちづ

くり】 

・自治体の防災まちづくりを推

進するため、地震・津波災害

に強いまちづくりに関する

意見交換会（首長、学識経験

者と整備局幹部出席）を各県

ごとに実 施し、地域の現

状・ニーズを把握及び学識経

験者から行政に助言を頂い

た。なお、意見交換会での要

望・意見の一部については、

平成25年度に策定したガイ

ドラインに追記修正し、平成

26年度末にホームページで

公表。 

H26.7.26三重県ブロック意

見交換会（７首長、４学識

経験者） 

H26.7.30 静岡県ブロック

意見交換会（８首長、４学

識経験者） 

H26.8.19愛知県ブロック意

見交換会（６首長、４学識

経験者） 

・地震災害に対する心構えを風

化させず、防災まちづくりを

推進するため、多くの地震災

害が周年を迎える今年度に

フォーラムを開催。 

H27.3.6「災害に強いまちづ

くりフォーラム」西宮市長、

元宮古市役所危機管理監の

基調講演やﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ

など 

・その他、様々な防災まちづく

り講演でガイドラインの活

用をＰＲ。 

 

【地震・津波災害に強いまちづくり】 

・市町村が地震・津波災害に強いまちづ

くりを目指した計画立案や整備実施を

行う際の着目点・留意点について、整

備メニューやコスト、スケジュール等

を踏まえた「地震・津波災害に強いま

ちづくりガイドライン」をＨ２６．２

策定、公表済。 

・各市町村の地震・津波災害に強いまち

づくりへの取組を促進するため、意見

交換会を実施。 
 

 

 

 

 

【地震・津波災害に強いまちづくり】 

・ガイドラインの普及について県等の関

係機関との協力・連携 
 

 

 

 

 

【地震・津波災害に強いまちづくり】 

・各市町村との意見交換会を踏まえ「地

震・津波災害に強いまちづくりガイド

ライン」の普及を行う必要がある 
 

 

△ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時に国県、

政令市等の関

係機関が連携

して的確かつ

速やかに被災

者住宅支援等

を行えるよう、

平時から各機

関の取組につ

いて情報共有

を図り、災害時

の連携確認等

を行う。 

各機関の取

組について

情報共有を

図り、災害時

の連携確認

等を行う。 

・被災地の対応・教訓等の

共有、被災市町等へのヒ

アリング等を実施（被災

者向け住宅確保） 

・中部ブロック災害時住宅支

援に係る連絡調整会議開

催 

・中部ブロック災害時の住宅支

援に係る連絡調整会議を開

催 

【災害時住宅支援】 

・中部ブロック災害時の住宅

支援に係る連絡調整会議を 

H27 年 1 月に開催みなし

仮設住宅の課題 

 

・教訓に関する講演 市町村や

県を跨ぐ連携について意見

交換を実施 

 

・仮設期の住まいづくりガイ

ドライン＋最新の取り組み

状況を基に出前講座を実施

（H26 年度３回、ガイドラ

イン策定以降 計９回実施）

 

・中部全市町村を対象に仮設

住宅の準備状況等をアンケ

ート調査 にて把握 

 

・各県個別訪問により下記事

項を実施市町村の取り組み

状況共有 他県の取り組み、

先進事例等の情報提供平時

の準備の課題や今後の方策

を協議等 

 

【災害時住宅支援】 

・南海トラフ巨大地震等への備えとして、

災害時に国、県、政令市等の関係機関

が連携して的確かつ速やかに被災者住

宅支援等を行えるよう、平時から各機

関の取組みについて情報共有を図り、

災害時の連携確認等を行うことを目的

として、「中部ブロック災害時住宅支

援に係る連絡調整会議」を実施。（平

成23年度以降、計5回） 

・南海トラフ巨大地震等の広域巨大災害

に備え、仮設期の住まいづくりにおい

て、発災時に何を考えどう対応すべき

か、平時において何を準備すべきかに

ついて、基本的な視点・戦略や対応の

概要、流れ、留意点等について整理し、

実務を担う中部県市町村職員向けにま

とめた。（広域巨大災害に備えた仮設

期の住まいづくりガイドライン） 

・上記に関連する取組みを県・市町村と

共有するとともに、今後の課題につい

て意見交換を実施している。 

【災害時住宅支援】 

・特になし。 

 

【災害時住宅支援】 

・これまでの取組みで抽出された課題に

対して、県・市町村と協力しつつ、広

域巨大災害に備え、多様な対応を進め

る必要がある。 

 

・今後、仮設住宅として利用可能な、民

間賃貸住宅等の既存住宅ストックの

活用についての検討を継続する必要

がある。 

 

▲ 
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 

項目 

（目的を
細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

4． 情報伝達の

多層化・充実

と情報共有

の強化 

（東海総合通

信局） 

 

情報通信基盤

の耐災害性の

強化、情報伝達

の多層化・充

実、情報の共有

化などを行う。 

・情報通信基盤

の耐災害性

の強化 

・緊急速報メー

ルのエリア

拡充の推進 

・防災行政無線

の充実・強化

の推進 

・臨時災害放送

局開局に向

けた環境整

備 

・情報伝達手段

の充実に向

けた取組サ

ポート 

・情報共有の強 

 化 

情報通信基

盤の耐災害

性の強化 

・非常災害時における情報

通信の確保のため、地方

公共団体等の非常通信体

制（無線局等の運用体制、

設備等）の総点検を実施

するとともに非常通信訓

練を実施 

 

・非常災害時における情報通

信の確保のため、地方公共

団体等の非常通信体制（無

線局等の運用体制、設備

等）の総点検を実施すると

ともに非常通信訓練を実

施 

・非常災害時における情報通信

の確保のため、地方公共団体

等の非常通信体制（無線局等

の運用体制、設備等）の総点

検や南海トラフ巨大地震の

被害想定に基づいた非常通

信ルートを見直すとともに

非常通信訓練を実施 

・地方公共団体等が所有するネ

ットワークの強靱化や、災害

放送実施体制の強靱化を行

う民間放送事業者等に対し

て支援を実施 

・防災情報ステーションの整備

を行う地方公共団体等に対

して支援を実施 

・非常災害時における情報通信

の確保のため、地方公共団体

等の非常通信体制（無線局等

の運用体制、設備等）の総点

検や南海トラフ巨大地震の

被害想定に基づいた非常通

信ルートを見直すとともに

非常通信訓練を実施 

・地方公共団体等が所有するネ

ットワークの強靱化や、災害

放送実施体制の強靱化を行

う民間放送事業者等に対し

て支援を実施 

・防災情報ステーションの整備

を行う地方公共団体等に対

して支援を実施 

・非常通信体制の総点検や非常通信訓練

については、東海地方非常通信協議会

において確実に実施され、また、南海

トラフ巨大地震の被害想定に基づい

た非常通信ルートの見直しが行われ

るなど災害時における通信手段の強

化が図られた 

・地方公共ネットワークの強靱化は3件、

放送局の強靱化は4件、ＣＡＴＶ事業

の強靱化は20件、防災情報ステーショ

ンの整備は3件それぞれ支援し、引き

続き対応を継続している 

なし   

△ 
 

 

 

 

 

 

 

緊急速報メ

ールのエリ

ア拡充の推

進 

・緊急速報メールの利用促

進に向けて携帯電話事業

者と連携し働きかけの実

施 

・携帯電話事業者の緊急速報

メールの管内自治体の導

入率は90%以上に向上。こ

のうち、静岡県内の自治体

の導入率は、100% 

・携帯電話事業者の緊急速報メ

ールの管内自治体の導入率

は97%以上に向上。このうち、

岐阜・静岡県内の自治体の導

入率は、100% 

・緊急速報メールの利用促進を

図るため、管内自治体に対し

て講演会形式を2回、個別訪

問を9回実施 

・全ての管内市町村が大手携帯電話事業

者の緊急速報メールサービスを導し

ており、目的は概ね達成された 

なし  

○ 
 

防災行政無

線の充実・強

化の推進 

・同報系防災行政無線未導

入自治体への働きかけの

実施 

・同報系防災行政無線の導入

率は90%に向上 

・同報系防災行政無線の導入率

は92%に向上。 

 

・防災行政無線のデジタル化の

導入を図るため、臨時災害FM

放送局の免許手続きの周知

を図るため、 H26年度内に管

内自治体に対して講演会形

式を2回、個別訪問を9回実施

・同報系防災行政無線の導入率は約93%

に向上し、所期の目的は概ね達成され

た 

なし ・地方公共団体の防災行政無線や消防・

救急無線については、画像伝送などの

高機能化が図れるデジタル化への移行

を促進 

 

 

▲ 
 

臨時災害放

送局開局に

向けた環境

整備 

・臨時災害FM放送局の免許

手引きの作成及び周知 

・臨時災害FM放送局の免許手

続きの周知活動は、H24年

度内において５回実施 

・臨時災害FM放送局の免許手続

きの周知活動は、H25年度内

において講演会で２回実施、

個別訪問により19自治体へ

説明 

・臨時災害FM放送局の概要等について各

種講演会等の機会を捉えて周知活動

を行ったところ、独自に災害時に備え

てFM放送機材を備蓄する地方自治体

も出現するなど一定の成果が得られ

た 

なし   

△ 
 

 

 

 
情報伝達手

段の充実に

向けた取組

サポート 

・地下鉄内の携帯電話サー

ビスエリア拡大、アマチ

ュア無線と自治体との災

害時における協力体制の

整備の推進、ワンセグ受

信機向けの情報提供実

験、係留気球による携帯

電話臨時無線中継システ

ムの実験 

・係留気球による携帯電話臨

時無線中継システムの実

験に対してサポートを継

続中 

・国、地方公共団体、電気通信

事業者間において、電気通信

分野における効果的、効率的

な災害応急活動の実現を図

ることを目的とした連絡会

を開催 

・市街地におけるAM放送の受信

環境改善のため、FM方式によ

るAMラジオ放送の補完を行

う在名AMラジオ放送２社に

対し、民放ラジオ難聴解消支

援事業の支援を決定 

 

・電気通信分野では、県や電気通信事業

者等との連絡会により連絡体制を整

備し、また、放送分野では、FM方式に

よるAMラジオ放送の補完を行う放送

局へ予備免許を付与するなど情報伝

達手段の充実に向けた一定の成果が

得られた 

・さらに、非常災害時において地方公共

団体等からの要請により災害復旧関

係者に衛星携帯電話等の無線機の貸

出しを行っている 

なし  

△ 
 

 

 

 

情報共有の

強化 

・Ｌアラートの利用促進に

向けて地方自治体、放送

事業者等の関係機関に働

きかけ 

・Ｌアラートは、岐阜県が平

成25年1月23 日から、静岡

県が平成25年2月1日から

それぞれ本運用を開始 

・Ｌアラートは、三重県が平成

26年度からの本運用に向け

調整中 

・Ｌアラートは愛知県が平成27

年4月から運用を開始した。

三重県は平成27年6月から本

運用予定。また、地域メディ

ア（コミュニティFM・CATV事

業者）への参加を呼びかける

とともに、「東海地域Ｌアラ

ート推進連絡会」と連携して

利用拡大を推進した。 

・災害情報などを迅速かつ効率的に住民

まで伝達するための情報通信基盤で

あるＬアラートは、平成27年6月から

東海4県全てでの本格運用が始まり、

地方公共団体からの災害情報がテレ

ビ等のマスメディアに速やかに提供

されるようになり所期の目標は概ね

達成された 

なし ・Ｌアラートの運用にあたっては地方公

共団体職員等関係者の習熟が必須であ

り、今後もマスメディアを含めた訓練

が必要である。 

・Ｌアラートに流通させる災害情報につ

いては、さらに多方面からの多様な情

報が必要であり、また、これら情報の

取り扱いについてのルール化等も必要

であるため、「東海地域Ｌアラート推

進連絡会」と連携してＬアラートの利

便性を図る必要がある。 

 

△ 
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

5． 防災意識改

革と防災教

育の推進 

（三重県） 

 

大規模災害か

ら被害を最小

限にするため、

自らの身の安

全は自ら守る

「自助」、自ら

の地域は皆で

守る「共助」を

基本に、地域性

を踏まえ防災

意識改革と防

災教育の推進

に関する検討

などを行う。 

防災意識改

革と防災教

育の推進に

関する検討

などを行う

・5 県（長野・岐阜・愛

知・静岡・三重）の防

災・教育部局ヒアリン

グ実施 

・学識者ヒアリング実施

・防災意識改革と防災教

育の推進に関する検討

会を開催 

・定期的（年2回程度）に情報共

有及び意見交換等のための担

当者会議を実施 

・中部圏5県市町村（防災部局、

教育委員会）及び管内の公立小

中学校を対象にアンケートを

実施。 

・関係機関との連携訓練において

シェイクアウト訓練を実施し

多数参加。 

・各機関において、「中部圏取組方

針」に基づき、様々な取組を実施。 

三重県では、国立大学法人三重大

学と、平成26年4月1日に、「三重

県・三重大学みえ防災・減災セン

ター設置に関する協定」を締結し

た。 この協定に基づき、県と三

重大学が相互に連携・協力し、防

災に関する人材育成・活用、地

域・企業支援、情報収集・啓発、

調査・研究等に取り組み、三重県

における地域防災力の向上に資

することを目的に、「三重県・三

重大学みえ防災・減災センター」

を設置した。このセンター事業に

おいて、みえ防災塾による人材育

成講座の実施や、専門講座による

市町職員、自主防災組織のリーダ

ー、医療・看護分野、保健・福 祉・

介護分野、学校防災リーダー（教

職員）を対象とした講座を実施し

た。また、育成した人材のより一

層の活用を目的として、みえ防

災・人材バンク を創設し、地域

の取り組みの支援を行っている。

・担当者会議を開催し、主に「防

災リーダーの育成」について、情

報共有及び 意見交換を行った。

（平成 26 年 5 月、12 月実施）

平成24年度に、中部圏の防災部局及び

教育部局が取り組むべき共通の課題を整

理し、その「課題」を「取組方針」とし

て策定しました。 

取組方針策定後、平成25年度からどの

ようにフォローアップしていくのかにつ

いて議論した結果、年に2回程度、中部5

県の防災部局、教育部局の担当者で、各

県の取組内容や取組状況を紹介し合う形

で情報共有および意見交換を実施するこ

ととなりました。 

 

なし 5県が「事業」として連携することは難

しいことから、当連携課題の目的は、情

報共有や意見交換による「検討」に留ま

っていますが、「情報」の連携による各

県支援の可能性について検討することも

有効ではないかと考えています。 

（例）講師やカリキュラムに関する個別

の情報、人材活用の事例等 

5県に対する防災教育の聞き取り調査の

結果、主なものとして以下の要望・課題

が挙げられている。 

①害の映像や画像、体験談など、自由に利 用 可 能 な コ ン テ ン ツ の 提 供
・著作権に制約のない、防災教育に活用

可能な映像・画像・体験談・統計デー

タなどのコンテンツを必要としてい

る。 

②防災人材の育成に対する必要な講座

や、育成した人材の活用方法が整理で

きていない 

・防災教育に関する講座が多く体系的に

整理できていない。防災人材の活用に

着目した場合にどのような講座が適切

であるか整理できていない。 

・人材育成は出来ているが、育成した防

災リーダーをいかに活用するか整理で

きていない。 

 

 

 

▲ 
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

懸案事項等 

6．確実な避難

を達成する

ための各種

施策の推進 

（静岡県） 

 

津波避難路・階

段、津波避難ビ

ル等の整備、津

波浸水想定区

域、避難所等の

標識設置、高速

道路等の避難

場所としての

活用などの施

策を推進する。 

住民や旅行者

等が確実に避

難するための

施策を検討す

る。 

津波避路・階

段、津波避難

ビル等の整

備、津波浸水

想定区域、避

難所等の標

識設置、高速

道路等の避

難場所とし

ての活用な

どの施策を

推進する。 

住民や旅行

者等が確実

に避難する

ための施策

を検討する。

・避難対策に関する問題

点を抽出 

・管内市町村に対しアン

ケート調査を実施し、

実態を把握 

 

・避難対策における課題の

抽出及び避難ビル等の

整備状況について市町

村に対し、アンケートを

実施 

 

・アンケートにより明らかに

なった課題について検討

を実施し、情報共有を図

る。 

 

・アンケート（H24）で明らかにな

った津波避難に関する施策に係

る課題につ いて、東海４県３市

で構成される「津波対策に係る勉

強会」において、検討情報共有を

実施。第１回平成26年６月９日

（月） 

第２回平成27年１月26日（月） 

検討テーマ「津波避難に係る情報

伝達」 

勉強会においては、各県市で、同

報無線、エリアメール、独自メー

ル配信、マスコミの活用（情報公

共コモンズ含む）、コミュニティ

FM、ハザードマップの作成など国

の検討会で示された情報伝達手

段の整備はかなり進んでいるこ

とを確認した。また、上記情報伝

達手段では対応が不十分な課題

について補完をすることを目的

に、各県市独自の取り組み（海抜

看板・避難誘導看板の設置、「Ｍ

yまっぷラン」など）や民間の取

り組み（自動販売機のデジタルサ

イネージなど）について情報共有

を行った。 

・特定非営利法人ITSJapanが取り組

む「平成26 年度G空間社会実証プ

ロジェクト事業」「移動者向け災

害情報提供プロジェクト」に協力

し、静岡県において実証実験を実

施。 

 

・管内市町村に対するアンケート調査で明

らかになった５つの課題について、「東

海４県３市津波対策に係る勉強会」にお

いて、順次検討等を行っている。 

①「自動車による津波避難」について、ワ

ークショップ形式により検討を実施。徒

歩による避難を原則としつつ、例外的に

車での避難を実施する場合に必要な検

討事項や検討フロー等について取りま

とめた。 

②「津波や避難に関する情報伝達」につい

て、各自治体や民間の取り組みの情報交

換や課題の意見交換を実施。 

③「港湾従事者の避難対策」については、

港湾BCP検討会議で検討・協議している

が、検討状況等を本勉強会（H25、H26）

において紹介し、意見交換を実施。 

今後、残り２課題（「避難行動要支援者」、

「住民への啓発」）について引き続き検

討を行っていく。 

・アンケートの課題以外についても必要に

応じ本勉強会で検討等を実施。 

④津波災害における被害特性や地域特性

に関し、課題や解決法の方向性の整理。

⑤レベル１津波の施設整備高の基本とな

る「設計津波の水位」の設定方法につい

て、本勉強会において情報交換を実施。

・上記取り組みの成果を参考としながら、

各自治体において津波対策の施策の推

進を図っている。 

（事例：「市町村津波避難計画策定指針」

の策定や緊急速報メールの発信内容の

改善、港湾BCP策定検討、「設計津波の

水位の設定」等） 

・残る課題のうち、「住民への啓発」にお

いては、「5.防災意識改革と防災教育の

推進」との関連性があり、連携の可能性

について検討が必要。 

・アンケート調査で明らかになった課題以

外にも、各自治体において課題を有して

おり、自治体間で共通の課題となり得る

ものについては、重要性・緊急性などを

考慮しつつ、連携して検討をしていく必

要があると考えている。 

・「東海４県３市津波対策に係る勉強会」

で行った検討成果の開示や取り組み事

例の情報発信による、普及促進を行う取

り組みが必要である。 

・平成27年度検討事項「避難行動要支援者

対策」：災害対策基本法の改正を踏まえ

た、内閣府の「避難行動要支援者の避難

行動支援に関する取組指針」（H25.8）

を受け、各県では市町村の避難行動要支

援者名簿の作成および個別避難計画の

作成を促進するための取り組みを進め

ている。しかし、作成が進んでいない市

町村もあることから、課題や実効性を高

めるための取組等を把握するために、市

町村に対するアンケート調査を予定し

ている。アンケート調査は市町村の状況

の把握に加え、市町村の意識向上効果も

期待できる。 

 

▲ 
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

7．防災拠点の

ネットワー

ク形成に向

けた検討 

（中部地方整

備局） 

中部圏におけ

る基幹的広域

防災拠点・広域

防災拠点の整

備・機能につい

て検討する。 

中部圏にお

ける基幹的

広域防災拠

点・広域防災

拠 点 の 整

備・機能につ

いて検討す

る。 

・基幹的広域防災拠点及

び広域防災拠点（後方

支援基地）の配置案の

検討 

「中部圏広域防災ネッ

トワーク整備計画（第１

次案）」策定 

・基幹的広域防災拠点5 

ヵ所、広域的防災拠点

22 ヵ所を選定し、現状

で確保されている役

割・機能、設備及び今

後検討する課題につい

て示した。 

 

・大規模な広域防災拠点等が、国

の「南海トラフ地震防災対策推

進基本計画」に位置付けられ

た。 

・「中部圏広域防災ネットワーク

整備計画（第2次案）」策定（平

成26年3月31日） 

・平成24年度策定の整備計画（第

１次案）に、基幹的広域防災拠

点の当面の活用方針及び運用

イメージ等を追記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・富士山静岡空港、名古屋飛行場（小

牧基地）、名古屋港について、「南

海トラフ地震における具体的な

応急対策活動に関する計画」に、

大規模な広域防災拠点として位

置付けられた。（H27.3.30 中央

防災会議幹事会） 

■検討状況 

（三の丸地区） 

・名古屋合同庁舎2号館3階に現地対

策本部機能を整備するため、施設

改修の設計を実施。 

・平成26年度補正予算において施設

改修に着手。平成27年度に通信設

備等を整備し、整備完了予定。 

（名古屋港） 

・「南海トラフ地震における具体的

な応急対策活動に関する計画」に

おいて、名古屋港を海上輸送拠点

として指定。また、広域物資輸送

拠点(代替)として金城地区の上

屋等を指定。大規模な広域防災拠

点としても位置づけ。 

・なお、金城地区においては、平成

２７年度より、災害時の緊急物資

輸送に対応した耐震強化岸壁１

バースを事業化。更にもう１バー

スについて次期港湾計画改訂

（H27年度改訂予定）において位

置付けを検討。 

（名古屋飛行場） 

・災害時における民間からの後方支

援等の方策を検討。 

・戦略会議の取り組みで実施したヘ

リワーキングにて、航空燃料の備

蓄や融通について検討。 

（富士山静岡空港） 

・航空燃料の備蓄タンクを増設（H27

年度）。200キロリットルタンク

を1基増設し、備蓄量を300キロリ

ットルとする。 

・大規模災害時に航空機で輸送され

た物資の仕分けのため、民間企業

の格納庫を活用するための協定

を締結。 

・応援部隊の宿営や駐車場などに使

用する多目的用地として隣接用

地の一部の造成を実施（H27年

度）。 

 

①防災拠点等の分類と定義 

⇒中部圏広域防災ネットワーク整備計

画(第２次案)において達成 

②防災拠点等の役割・機能及び主な施設

の整理 

⇒中部圏広域防災ネットワーク整備計

画(第２次案)において達成 

③基幹的広域防災拠点、広域防災拠点の

選定・配置の整理 

⇒中部圏広域防災ネットワーク整備計

画(第２次案)において達成 

④基幹的広域防災拠点の具体な整備内

容と整備手法の整理 

⇒大規模な広域防災拠点等として、今後

も整備の進捗状況について確認して

いく。また、整備手法メニューについ

て整理していく。 

⑤広域防災拠点の利用調整の具体化 

⇒内閣府の具体計画、防災拠点WGの候補

地、県受援計画、TEC進出拠点等を整

理し、運用等に関する検討が必要。 

 

・緊急輸送ルートと防災拠点との連携に

ついて、時点修正や救命救助、復旧時

等の運用について整理しておく必要が

ある。 

 

・中部圏が、首都機能のバックアップの

視点も含めて、確保する機能について

整理していく必要がある。 

・具体計画の内容を踏まえて、大規模な

広域防災拠点として位置付けられた富

士山静岡空港、名古屋飛行場、名古屋

港の運用の具体化や整備手法の検討が

必要である。 

・具体計画の内容を踏まえて、広域防災

拠点について効果的な運用が図れるよ

うに、県の受援計画やＴＥＣ-ＦＯＲＣ

Ｅの進出拠点との利用調整が必要であ

る。 

 

▲ 
 

 

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 7/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

8．道路啓開・

航路啓開等

のオペレー

ション計画

の策定 

（中部地方整

備局） 

 

中部管内の

道路管理者間

で相互に協力

し、被害の最小

化を図る方策

を検討し、国、

県、政令市等の

関係機関が一

体となって、

「早期復旧支

援ルート確保

手順（中部版 

くしの歯作

戦）」を策定す

る。 

航路啓開を

含めた港湾の

事業継続計画

（港湾 BCP）及

び伊勢湾の港

湾機能継続計

画（伊勢湾BCP）

の策定（伊勢湾

「くまで」作  

戦） 

道路啓開等

と連携した排

水計画を検討

し、「濃尾平野

排水計画」を策

定する。 

「早期復旧

支援ルート

確保手順（中

部版 くし

の歯作戦）」

を策定する。

 

・早期復旧支援ルート確保

手順（中部版 くしの歯作

戦）の策定 

・避難通路及び避難階段等

の設置（地域と連携した防

災訓練の実施） 

 

・早期復旧支援ルート確保

手順の策定 

・早期復旧支援ルートを 

再整理 

 

・早期復旧支援ルート確保手順 

の充実 

・各県から公表された新たな津波浸

水想定、新規供用路線や重要拠点

へのアクセスを踏まえ、「くしの

歯ルート」の見直しを実施。 

・大規模災害事に即した自発的な活

動の開始や他機関も含め、建設業

協会との災害協定見直し、具体化

に向け、とりまとめを実施。次年

度協定の見直しを行う。 

・情報収集、共有方法の手法につい

て、昨年度のシステムを改良し試

行を行った。試行の問題点を整理

し、次年度、システムを検討。 

・災害対策基本法の改正を受け、災

害時の緊急車両通行を確保に向

け、手引きを作成した。 

・警察、自衛隊、消防の活動方針を

聴取・確認し、道路啓開計画との

連携について確認し、具体化を図

った。 

・内陸部支援のあり方を整理、ルー

トに関する検討は次年度実施の予

定。 

・くま手作戦や排水計画との連携に

ついて、細部の具体化を図った 

・戦略会議訓練をはじめ、自衛隊、

警察との連携訓練等を複数回行

い、関係機関との連携の問題点な

どを抽出し、作戦に反映した。 

・早期復旧支援ルート確保手順（「中部

版くしの歯作戦」）の充実については、

細部の見直しも含め行ってきている。 

・今年度は、「中部版くしの歯作戦」の

具体性向上のため、必要資機材量の算

出、タイムラインや啓開作業マニュア

ルの作成、実働訓練などを行っていく

予定。 

･道路上の災害廃棄物は、道路啓開時は

一時仮置きを行う対応を行うが、その

後の復旧段階では災害廃棄物の処分

を行う必要がある。「９．災害廃棄物

処理のための広域的連携体制の整備」

（幹事機関：中部環境事務所）との連

携が必要。 

･道路啓開計画の策定状況および耐震改

修促進法による指定状況等について

情報交換を行うなど、「２．災害に強

いまちづくり」との連携が必要。 

･啓開のタイミングや啓開区間などの情

報共有方法について検討が必要。 

･航路啓開との連携 

啓開のタイミングや啓開区間などの

情報共有方法について検討が必要。

･排水計画との連携 

排水のタイミングやポンプ車の配置

場所など細部について具体的な連携

が必要。 

 

△ 

航路啓開を

含めた港湾

の事業継続

計画（港湾

BCP）及び伊

勢湾の港湾

機能継続計

画（伊勢湾

BCP）の策定

（伊勢湾「く

まで」作戦）

 

・海抜表示シートの設置 ・航路啓開を含めた港湾の事

業継続計画 

（港湾BCP）の策定 

・各港別に緊急物資輸送に係

る行動計画 

（素案）の策定 

 

・伊勢湾に係る緊急確保航路の

政令指定（H26.1施行） 

・伊勢湾港湾機能継続計画（伊

勢湾ＢＣＰ）の中間とりまと

め 

 

・関係機関、災害協定団体との広域

連携体制の具体化・『伊勢湾港湾

広域防災協議会（中部地方整備局、

中部運輸局、第四管区海上保 安本

部及び名古屋港・四日市港・三河

港・衣浦港・津松阪港の港湾管理

者）』による『伊勢湾における港

湾相互の広域的な連携に関する基

本方針』の策定（平成２６年１０

月）・中部地方整備局、港湾管理

者及び港湾建設関連団体による包

括的な災害協定 の締結について

検討・港湾物流に関する代替機能

を確保する上での日本海側港湾と

の連携の枠組み について検討 

・通常貨物輸送の回復の考え方の検

討・各港湾の港湾物流機能復旧に

おける考え方を踏まえ、地域産業

の被災状況、港湾施設の被害状況、

荷主企業の要望等を総合的に勘案

して検討するものとする。 

・防災訓練等による見直しと実効性

の向上・南海トラフ巨大地震対策

中部ブロック協議会広域連携防災

訓練（平成２６年８月）を通じて

道路啓開・排水啓開との連携課題

を確認 

    

道路啓開等

と連携した

排水計画を

検討し、「濃

尾平野排水

計画」を策定

する。 

 ・濃尾平野海抜ゼロメートル

地帯の排水優先度（案）を

整理 

・堤防仮締切の検討 

・排水手順の検討 

・「濃尾平野の排水計画（第1

版）」を8月に公表 

・9月1日防災訓練（三重県長島

町）を通じて排水計画の検証

を実施 

 

・「津波防災地域づくりに関する法

律」に基づく津波浸水想定の公表

を受けて、「濃尾平野の排水計画」

の再検討を実施。 

・排水計画の再検討について、関係

機関への意見照会を実施し、情報

を共有。 

・防災訓練等を通じて排水計画（第 1 

版）の検証を実施。 

    

           

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 8/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を
細別化）

H24.11.05 

戦略会議 

H25.5.24  

戦略会議 

H26.5.22   

戦略会議 
H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 

達成状況 
 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

8．道路啓開・

航路啓開等

のオペレー

ション計画

の策定 

（中部地方整

備局） 

 

中部管内の

道路管理者間

で相互に協力

し、被害の最小

化を図る方策

を検討し、国、

県、政令市等の

関係機関が一

体となって、

「早期復旧支

援ルート確保

手順（中部版 

くしの歯作

戦）」を策定す

る。 

航路啓開を

含めた港湾の

事業継続計画

（港湾 BCP）及

び伊勢湾の港

湾機能継続計

画（伊勢湾BCP）

の策定（伊勢湾

「くまで」作

戦） 

道路啓開等

と連携した排

水計画を検討

し、「濃尾平野

排水計画」を策

定する。 

「早期復旧

支援ルート

確保手順（中

部版 くし

の歯作戦）」

を策定する。

 

・早期復旧支援ル

ート確保手順（中

部版 くしの歯作

戦）の策定 

・避難通路及び避

難階段等の設置

（地域と連携し

た防災訓練の実

施） 

 

・早期復旧支援ルー

ト確保手順の策定

・早期復旧支援ルー

トを再整理 

 

・早期復旧支援ル

ート確保手順の

充実 

・各県から公表された新たな津波浸水想定、新

規供用路線や重要拠点へのアクセスを踏ま

え、「くしの歯ルート」の見直しを実施。 

・大規模災害事に即した自発的な活動の開始や

他機関も含め、建設業協会との災害協定見直

し、具体化に向け、とりまとめを実施。次年

度協定の見直しを行う。 

・情報収集、共有方法の手法について、昨年度

のシステムを改良し試行を行った。試行の問

題点を整理し、次年度、システムを検討。 

・災害対策基本法の改正を受け、災害時の緊急

車両通行を確保に向け、手引きを作成した。 

・警察、自衛隊、消防の活動方針を聴取・確認

し、道路啓開計画との連携について確認し、

具体化を図った。 

・内陸部支援のあり方を整理、ルートに関する

検討は次年度実施の予定。 

・くま手作戦や排水計画との連携について、細

部の具体化を図った 

・戦略会議訓練をはじめ、自衛隊、警察との連

携訓練等を複数回行い、関係機関との連携の

問題点などを抽出し、作戦に反映した。 

    

航路啓開を

含めた港湾

の事業継続

計画（港湾

BCP）及び伊

勢湾の港湾

機能継続計

画（伊勢湾

BCP）の策定

（伊勢湾「く

まで」作戦）

 

・海抜表示シート

の設置 

・航路啓開を含めた

港湾の事業継続

計画 

（港湾BCP）の策定

・各港別に緊急物資

輸送に係る行動

計画 

（素案）の策定 

 

・伊勢湾に係る緊

急確保航路の政

令指定（H26.1施

行） 

・伊勢湾港湾機能

継続計画（伊勢

湾ＢＣＰ）の中

間とりまとめ 

 

・関係機関、災害協定団体との広域連 

携体制の具体化 

・『伊勢湾港湾広域防災協議会（中部地方整備

局、中部運輸局、第四管区海上保 安本部及び

名古屋港・四日市港・三河港・衣浦港・津松

阪港の港湾管理者）』による『伊勢湾におけ

る港湾相互の広域的な連携に関する基本方

針』の策定（平成２６年１０月）・中部地方

整備局、港湾管理者及び港湾建設関連団体に

よる包括的な災害協定 の締結について検

討・港湾物流に関する代替機能を確保する上

での日本海側港湾との連携の枠組み につい

て検討 

・通常貨物輸送の回復の考え方の検討・各港湾

の港湾物流機能復旧における考え方を踏ま

え、地域産業の被災状況、港湾施設の被害状

況、荷主企業の要望等を総合的に勘案して検

討するものとする。 

・防災訓練等による見直しと実効性の向上・南

海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議会広

域連携防災訓練（平成２６年８月）を通じて

道路啓開・排水啓開との連携課題を確認 

・「伊勢湾における港湾相互の広域的

な連携に関する基本方針」H26.10

策定 

・重要港湾以上の港湾ＢＣＰの策定状

況 

清水港BCP     H27.2策定 

御前崎港BCP   H26.7策定 

田子の浦港BCP H26.3策定 

名古屋港BCP   H27.6策定 

三河港BCP     H27.3策定 

衣浦港BCP     H27.3策定 

四日市港BCP  H27.10策定 

津松阪港BCP  H27.10策定 

 

 

 

・緊急物資輸送の輸送体制を構築するた

め、中部運輸局が取り組んでいる「2.

災害に強い物流システムの構築」と連

携することが、重要である。 

・企業ＢＣＰとの連携が必要 

■伊勢湾の港湾機能を維持するための広域連携の行動計画

を作成する。 

・伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾BCP） H27d予定 

・緊急確保航路等の航路啓開計画       H27d予定 

・重要港湾以上の港湾BCPの策定 

尾鷲港BCP   H28d予定 

 

■情報共有などの連携検討を進め、航路啓開オペレーショ

ンの見直しや実効性の向上を図る。 

・南海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議会広域連携 

防災訓練 

・総合水防演習・広域連携防災訓練等 

 

①指揮命令系統に関する課題 

・ＢＣＰを実現するための指揮命令系統の明確化 

・くまで作戦における、優先的に啓開する航路の協議・調

整 

②関係行政機関の連携に関する課題 

・「くまで作戦」と「くしの歯作戦」の連携方策の具体化

・点検や復旧を行う主体が被災しないための事前防災対策

の具体化 

・港湾機能早期回復に向けた広域連携体制の具体化 

③情報共有化に関する課題 

・被災状況把握の迅速化および情報収集体制の具体化 

④資機材・燃料調達に関する課題 

・調達でネックとなる資機材の洗い出し 

・資機材・燃料・作業ヤード調達方策の具体化 

⑤企業活動との連携に関する課題 

・伊勢湾ＢＣＰと企業活動との連携方策の具体化 

⑥ガレキ処理に関する課題 

・啓開作業で回収したガレキの仮置き・処分方法の具体化

⑦広域防災訓練に関する課題 

・広域防災訓練を通じた実効性確認・改善プロセスの確立

⑧その他の広域連携に関する課題 

・伊勢湾外の港湾との連携方策の具体化（駿河湾の港湾、

日本海側の港湾など） 

 

▲ 

 

 

 

道路啓開等

と連携した

排水計画を

検討し、「濃

尾平野排水

計画」を策定

する。 

 ・濃尾平野海抜ゼロ

メートル地帯の排

水優先度（案）を

整理 

・堤防仮締切の検討

・排水手順の検討 

・「濃尾平野の排

水計画（第1版）」

を8月に公表 

・9月1日防災訓練

（三重県長島町） 

を通じて排水計 

画の検証を実施 

・「津波防災地域づくりに関する法律」に基づ

く津波浸水想定の公表を受けて、「濃尾平野

の排水計画」の再検討を実施。 

・排水計画の再検討について、関係機関への意

見照会を実施し、情報を共有。 

・防災訓練等を通じて排水計画（第 1 版）の検

証を実施。 

    

 

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 8/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略
会議 

H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあたっ
ての要望事項 

課題・懸案事項 

8．道路啓開・

航路啓開等

のオペレー

ション計画

の策定 

（中部地方整

備局） 

 

中部管内の道

路管理者間で

相互に協力し、

被害の最小化

を図る方策を

検討し、国、県、

政令市等の関

係機関が一体

となって、「早

期復旧支援ル

ート確保手順

（中部版 く

しの歯作戦）」

を策定する。 

航路啓開を含

めた港湾の事

業継続計画（港

湾 BCP）及び伊

勢湾の港湾機

能継続計画（伊

勢湾 BCP）の策

定（伊勢湾「く

まで」作戦） 

道路啓開等と

連携した排水

計画を検討し、

「濃尾平野排

水計画」を策定

する。 

「早期復旧

支援ルート

確保手順（中

部版 くし

の歯作戦）」

を策定する。

 

・早期復旧支援ルー

ト確保手順（中部版 

くしの歯作戦）の策

定 

・避難通路及び避難

階段等の設置（地域

と連携した防災訓

練の実施） 

 

・早期復旧支援ルート

確保手順の策定 

・早期復旧支援ルートを

再整理 

 

・早期復旧支援ルート確保手

順の充実 

・各県から公表された新たな津波浸水

想定、新規供用路線や重要拠点への

アクセスを踏まえ、「くしの歯ルー

ト」の見直しを実施。 

・大規模災害事に即した自発的な活動

の開始や他機関も含め、建設業協会

との災害協定見直し、具体化に向

け、とりまとめを実施。次年度協定

の見直しを行う。 

・情報収集、共有方法の手法について、

昨年度のシステムを改良し試行を

行った。試行の問題点を整理し、次

年度、システムを検討。 

・災害対策基本法の改正を受け、災害

時の緊急車両通行を確保に向け、手

引きを作成した。 

・警察、自衛隊、消防の活動方針を聴

取・確認し、道路啓開計画との連携

について確認し、具体化を図った。

・内陸部支援のあり方を整理、ルート

に関する検討は次年度実施の予定。

・くま手作戦や排水計画との連携につ

いて、細部の具体化を図った  

・戦略会議訓練をはじめ、自衛隊、警

察との連携訓練等を複数回行い、関

係機関との連携の問題点などを抽

出し、作戦に反映した。 

    

航路啓開を

含めた港の

事業継続計

画（港湾 BCP）

及び伊勢湾

の港湾機能

継続計画（伊

勢湾 BCP）の

策定（伊勢湾

「くまで」作

戦） 

 

・海抜表示シートの

設置 

・航路啓開を含めた港湾

の事業継続計画 

（港湾BCP）の策定 

・各港別に緊急物資輸送

に係る行動計画 

（素案）の策定 

 

・伊勢湾に係る緊急確保航路

の政令指定（H26.1施行） 

・伊勢湾港湾機能継続計 

（伊勢湾ＢＣＰ）の中間とり 

まとめ 

 

・関係機関、災害協定団体との広域連

携体制の具体化・『伊勢湾港湾広域

防災協議会（中部地方整備局、中部

運輸局、第四管区海上保 安本部及び

名古屋港・四日市港・三河港・衣浦

港・津松阪港の港湾管理者）』によ

る『伊勢湾における港湾相互の広域

的な連携に関する基本方針』の策定

（平成２６年１０月）・中部地方整

備局、港湾管理者及び港湾建設関連

団体による包括的な災害協定 の締

結について検討・港湾物流に関する

代替機能を確保する上での日本海側

港湾との連携の枠組み について検

討 

・通常貨物輸送の回復の考え方の検

討・各港湾の港湾物流機能復旧にお

ける考え方を踏まえ、地域産業の被

災状況、港湾施設の被害状況、荷主

企業の要望等を総合的に勘案して

検討するものとする。 

・防災訓練等による見直しと実効性の

向上・南海トラフ巨大地震対策中部

ブロック協議会広域連携防災訓練

（平成２６年８月）を通じて道路啓

開・排水啓開との連携課題を確認 

    

道路啓開等

と連携した

排水計画を

検討し、「濃

尾平野排水

計画」を策定

する。 

 ・濃尾平野海抜ゼロメー

トル地帯の排水優先

度（案）を整理 

・堤防仮締切の検討 

・排水手順の検討 

・「濃尾平野の排水計画（第

1版）」を8月に公表 

・9月1日防災訓練（三重県長

島町）を通じて排水計画の

検証を実施 

 

・「津波防災地域づくりに関する法律」

に基づく津波浸水想定の公表を受

けて、「濃尾平野の排水計画」の再

検討を実施。 

・排水計画の再検討について、関係機

関への意見照会を実施し、情報を共

有。 

・防災訓練等を通じて排水計 

（第 1 版）の検証を実施。 

・「濃尾平野の排水計画【第1版】」を平成

25年8月に公表した。 

 

 

・今年度より実施している、総合啓開の調

整会議を引き続き実施し、各部の連携を

していくことが必要。 

・上記調整会議の場に、ライフライン関係

者にも参画してもらう。 

・連携に当たって、道路、港湾、河川で発

災後の作業の時間軸が異なるため、１つ

のタイムテーブルで、いつ、何が、どう

なるのか横断的に取りまとめる必要があ

ると思われる。 

・発災後、道路啓開と仮締め切り及び排水

等の作業依頼が、協定業者に錯綜するこ

とが予想されるため、関係機関間での調

整が必要と考える。 

・長期の湛水も考えられることから、ライ

フライン復旧の立場から見た排水の優先

順位を検討することも必要。 

・「津波防災地域づくりに関する法律」に

基づき、愛知県、三重県、静岡県より津

波浸水想定が公表されたことを受けて、

中部管内全域の排水計画の立案が必要で

ある。 

 

 

▲ 

 

 

 

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 8/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項 

9．災害廃棄物

処理のため

の広域的連

携体制の整

備 

（中部地方環

境事務所） 

大規模災害

時の廃棄物処

理のあり方に

ついて、以下の

各事項に係る

情報共有を行

うとともに、必

要な対応につ

いて検討する。 

・行政間の連携

に関するこ

と 

・行政と事業者

等の連携に

関すること 

・各自治体にお

いて準備し

ておくこと

が適当な事

項に関する

こと等 

大規模災害

時の廃棄物

処理のあり

方について、

以下の各事

項に係る情

報共有を行

うとともに、

必要な対応

について検

討する。 

・「南海トラフの巨大地震

による津波高・浸水域等

及び被害想定」等の共有

・参加各機関から情報収集

した結果の共有 

・対応案や今後の方向性を

含めた情報・意見交換 

・『「優先的に取り組む連携

課題－災害廃棄物処理の

ための広域的連携体制の

整備」に係る取りまとめ』

を策定した。 

・各自治体に対して、災害時に

関するアンケート調査を実

施（2月14日締切） 

・第4回大規模災害時の廃棄物

処理に関する連絡会を開催

（3月13日予定） 

平成26年10月31日に「大規

模災害時廃棄物対策中部ブ

ロック協議会」を発足し、

平成27年2月18日に第２回

目の協議会を開催。協議会

において災害 廃棄物対策

関連の国、地方公共団体の

情報共有を実施。また、中

部地方環境事 務所におい

て、関係事業者へのヒアリ

ング調査を実施するととも

に、金沢、長野、名古屋の

３か所において、自治体等

を対象に、東日本大震災等

の大規模災 害時における

災害廃棄物処理の実態及び

教訓を学ぶ「大規模災害時

の廃棄物処 理セミナー」を

実施。 

 

・平成24年3月に「大規模災害時の廃棄物

処理に関する連絡会」を長野県、岐阜

県、静岡県、愛知県、三重県の範囲で

発足させ、さらに、平成26年10月に「大

規模災害時廃棄物対策中部ブロック協

議会」を富山県、石川県、福井県を加

えた範囲で発足させることで、行政

間・事業者等との情報共有・連携を図

っている。 

・引き続協議会を通じて情報共有を図っ

ていくとともに、「大規模災害廃棄物

中部ブロック広域連携計画（仮称）」

の検討を始める。 

・災害廃棄物の仮置き場の確保が課題で

あり、港湾地域を活用するなど、連携

が必要である。 

・国土地理院の地図（ＧＩＳ）を活用し

た、災害廃棄物処分地等の整理や道路

啓開や排水啓開との連携が有効と考え

るが、活用方法や整理後の公開の範囲

などを明確にして頂きたい。 

・会議体としての協議会は発足したが、

発災後の具体的な対応策となる大規模

災害廃棄物中部ブロック広域連携計画

（仮称）を策定するため、継続して検

討していく必要がある。 

 

 

▲ 

 

 

 

 

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 9/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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優先的に取
り組む 

連携課題 

（幹事機関） 

目的 
項目 

（目的を

細別化）

H24.11.05 戦略会議 H25.5.24 戦略会議 H26.5.22 戦略会議 H27.5.21 戦略会議 当初目的に対する振り返り（H27.5.21戦略会議終了時点） 目的の 

達成状況 
成果 成果 成果 成果 達成状況 

他の連携機関に対する、連携にあた
っての要望事項 

課題・懸案事項等 

10．関係機関相

互の連携に

よる防災訓

練の実施 

（中部管区警

察局） 

中部圏戦略会

議の構成員が

相互の緊密か

つ有機的な連

携、協力の下、

総合的な防災

訓練を実施す

ることにより、

迅速かつ的確

な応急活動の

ための連携体

制の確立、防災

力の向上を図

る。 

総合的な防

災訓練を実

施すること

により、迅速

かつ的確な

応急活動の

ための連携

体制の確立、

防災力の向

上を図る。

・中部圏戦略会議 地震・津

波防災訓練【防災-TEC】

 

①府現地対策本部設営運用

訓練 

②域防災拠点設置運用訓練

③道路・航路啓開訓練等 

 (平成２４年３月１３日)

 

・南海トラフ巨大地震対策中

部ブロック協議会広域連携

訓練を実施 

 

①政府現地対策本部設営運

用訓練 

②広域連携実動訓練 等 

 （平成２５年２月７日） 

・広域連携防災訓練の実施 

・南海トラフ巨大地震対策中部

ブロック協議会広域連携防

災訓練を実施 

①愛知緊急現地対策本部設営

運用訓練 

 (平成２５年９月１日) 

②広域連携実動訓練 

 （平成２５年８月３１日） 

・訓練への一般市民の参加 

・あいちシェイクアウト 

・ぎふシェイクアウト 

（平成２５年９月１日） 

・南海トラフ巨大地震対策中部

ブロック協議会広域連携防

災訓練は、多数の一般市民が

参加して実施 

 

・広域連携防災訓練の実施 ・

中部圏戦略会議の構成員を

含む計１９７団体が連携し、

南海トラフ巨大地震 対策中

部ブロック協議会広域連携

防災訓練を実施  

①愛知緊急現地対策本部設営

運用訓練（平成２６年１１月

５日） 

②広域連携実動訓練 

（平成２６年８月３１日） 

・訓練への一般市民の参加 

・あいちシェイクアウト訓練 

（平成２６年９月１日） 

・南海トラフ巨大地震対策中部

ブロック協議会広域連携防

災訓練では多数の一 般市民

が参加 

 

①中部圏地震防災基本戦略「地震・津波

防災訓練の毎年実施」に基づき、構成

機関の連携による広域的な防災訓練を

毎年実施した結果、関係機関相互の連

携は強化された。 

②防災訓練への一般市民の参加により、

防災意識の高揚も図られつつある。 

①関係機関間で連携した防災訓練につい

ては、その狙い及び教訓事項等を含め

事務局及び幹事機関への情報提供(共

有)をお願いしたい。 

②各機関の対策本部・現地指揮所内等に

おける関係機関間の連携上の問題点に

ついて情報共有するとともに、解消の

ため協力願いたい。 

①各関係機関が、発災時の具体的任務及

び関係機関間の情報共有、連携方法等

について、更なる検討を加えるととも

に、訓練においてその検証を行い、対

処能力の向上を図る必要がある。 

②現在、ワーキンググループ(大規模地震

発生時の初動ヘリ等による情報収集・

情報共有体制の構築WG)を立ち上げ検

討中の課題について、検討を進める必

要がある。 

③一般市民の訓練参加を継続して働き掛

け、日頃からの備えと的確な初期行動

をとられるよう防災意識の一層の向上

を図る必要がある。 

・実効性の高い防災訓練を継続して推進

するためにも、より実践に即した「ブ

ラインド型訓練」へのシフトが今後重

要であると考える。過去に発生した災

害への対応などを検証し、実際の活動

状況を訓練に活かせるようなしくみが

必要である。 

 

 

△ 

 

        

【様式 1】 「優先的に取り組む連携課題のアクションプラン」の進捗状況 10/10 

目的の達成状況についての凡例：【○：おおむね達成】【△：継続して実施が必要（目的達成に向けてＰＤＣＡや関係機関への展開が引き続き必要なもの）】【▲：継続して実施が必要（未着手の課題や新たに生じた課題についての検討が必要なもの）】
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